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本報告の概要

• RQ 
• 外部からの資源獲得を意図して産学連携に取り組もうとする中小企業は、い
かにして資源制約のジレンマを克服すればよいのか？ 

• アプローチ 
• インフォーマルな産学連携に関する先行研究レビュー 

• 「街の産学連携」＆ 人社系産学連携 
• 新制度派組織論の視座に立脚した研究アジェンダの導出 

• 結論 
• ステレオタイプからの逸脱が許容されるグレーゾーンを維持するためにも、
「産学連携による産学連携研究」が求められる
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※ こちらからもPDFはDL可能です → https://tinyurl.com/4zz9at97



研究の背景： 
産学連携を通じた資源獲得 ↔ 産学連携を困難にする資源制約
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背景：中小企業による資源制約の克服に関心

• 本報告では、次のような「中小企業」の資源制約に注目 
• 既存中小企業であり、ベンチャー・バックト・スタートアップではない 
• イノベーション・エコシステムの外部または周縁部に位置する 
• 「新しさの不利益」よりも「小ささの不利益」に注目 
• 経営者や経営陣が企業家活動を実践しようとしても、組織的な取り組みに
繋がりづらい［Storey, 1994］ 

• 中小企業の競争・成長・存続にはアントレプレナーシップが重要 
• 「制御可能な資源に囚われることなく、イノベーションの機会を追及する傾
向・行動様式」のこと［Stevenson & Jarillo, 1990］ 

• 非ハイテク産業においても知識集約的アントレプレナーシップ（KIE）による
事業・産業の活性化は可能［Hirsch-Kreinsen & Schwinge eds., 2014: ch.1］
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背景：中小企業と戦略的アントレプレナーシップ

• 事業戦略の観点 
• 競争優位はニッチの発見・創造に基づく［Porter, 1980; 佐竹, 2008］ 
• 第二創業ではバリューチェーンの再編も必要［林・山田, 2017］ 

• 成長戦略の観点 
• ハイリスクな資金調達に過大な資本コストを要する［Berger & Udell, 1998］ 

• 出口戦略の観点 
• 理想のエグジットを迎えるためにも一定のパフォーマンスが重要［井口, 
2020; Kodama et al., 2021; 日本政策金融公庫総合研究所 編, 2020］
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背景：産学連携を通じた資源獲得の可能性

• 外部との連携による資源依存関係の構築は、資源制約を乗り越える
主要なアプローチ［Pfeffer & Salancik, 1978］ 
• 中小企業にとってこそ重要な研究開発の機会［岡室, 2009: 1］ 
• 外部からの学習成果を社内へ還元することで、中小企業の経営人材開発が促
される［中原・保田, 2021: ch.6］ 

• 中小企業に対する連携支援政策の力点は産学連携 
• 『中小企業白書』での言及頻度：第1期科学技術基本計画（1996年‒）と中
小企業基本法の改正（1999年‒）の時期に急増、全体的に増加［山口, 2008］ 

• 第2期科学技術基本計画（2001年‒）以降はクラスター政策が継続 
• 産学連携の可能性はハイテク産業に限定されない［Hirsch-Kreinsen & 
Schwinge eds., 2014: ch.4］
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背景：中小企業による産学連携のジレンマ

• 中小企業の産学連携はレアケース 
• 中小製造業の約9割は産学連携の経験がない［中小企業白書, 2008］ 
• 産学連携に取り組んでいる中小企業は、平均よりも相対的に規模が大きい
［Fontana et al., 2006; 深沼・今野, 2009］ 

• 情報収集や、自社の連携ニーズの分析を行うだけの余裕がない可能性［船田
ほか, 2008; 岡室, 2009: 100, 127］ 

• 産業クラスター計画に参加するだけではR&D生産性は高まらない［岡室・西
村, 2022: 113］ 

• 諦念と可能性追求は紙一重［林・山田, 2018; cf., 矢野, 2004］ 
• 産学連携を通じた資源獲得 ↔ 産学連携を困難にする資源制約 
• 資源制約ゆえに連携できない ↔ 資源制約がゆえに連携する

7



Yuki Hayashi ̶ 2023/07/08

背景：インフォーマルな産学連携によるジレンマの克服

• 中小企業ではインフォーマルな産学連携が中心［船田ほか, 2008; 岡
室, 2009: 35‒36, 46］ 
• リーマンショック後に初めて産学連携に取り組んだ例が多く、逆境に刺激さ
れた可能性［能見ほか, 2015］ 

• 以下での論点 
• 1）「街の産学連携」：インフォーマルな産学連携の一種 
• 2）人文社会科学分野での産学連携（人社系産学連携）：別種の非ステレオタ
イプ
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先行研究 1：「街の産学連携」
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街の産学連携：中小企業に開かれた連携のあり方

• 「街の産学連携」の特徴［新藤ほか, 2018］ 
• 比較対象としてのステレオタイプ： 

• 大学における研究成果に基づく技術シーズを民間企業へ移転し、商業化
を目指す連携 

• 「街の～」は、それよりもインクリメンタルで探索的 
• ゆえに、従業員数が若干名に留まる小規模企業でも実践が比較的容易 
• 企業が明確な資源獲得ニーズを自覚しているとも、求める資源が大学発
技術であるとは限らない 

• 必ずしも技術の商業化によるイノベーション創出を目的としない
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街の産学連携：間口は広く、奥行きは深い

• 関西における3社の事例分析からの発見事項［新藤ら, 2018］ 
• いずれの事例でも、連携開始の契機は経営者のイニシアティブ 
• 連携へ至るルートは2種類 

• 1）学会を通じて直接コンタクトが行われるパターン 
• 2）中小企業支援機関や商店街などを経由し、紆余曲折を経て連携が始
まるパターン 

• 事例：ダイセン電子工業 
• 大阪日本橋のOEMリモコンメーカー 
• 第2ルートで受動的に連携を始め、新事業の確立にまで至った 
• そればかりか、関西のロボカップ関係者が集まる拠点になっている
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街の産学連携：曖昧さゆえに全体像の把握が困難

• 成果を追求するプロセスが組織内部で行われたり、長期間に渡った
りするため、捕捉が難しい［新藤ら, 2018］ 
• 小企業による産学連携は経済的成果に繋がりづらく、統計的な補足率が低
くならざるをえない［深沼・今野, 2009］ 

• それゆえ、支援者・仲介者に求められる役割や能力についても一般
的な議論の前提が通用しない［船田ほか, 2008］
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街の産学連携：仲介組織の重要性

• 仲介組織（ネットワーク組織を含む）の役割を強調する先行研究 
• 仲介組織を通じて連携に至った小企業の数は少ないが、連携経験のある企
業の回答では仲介組織の充実を期待する意見が目立った［深沼・今野, 2009］ 

• 中小企業は連携相手の探索のみならず、ネットワーク組織自体が持つ経営資
源の動員も企図してコンソーシアムに参加することがある［加藤ほか, 2018］ 

• タイにおけるコミュニティ・ビジネスの事例では、政府が積極的に仲介機関
に資源を投入したことで次々と連携が成立［Yuwawutto et al., 2010］ 

• スウェーデンのメーラルダーレン大学のリエゾン組織では、連携前の段階で
中小企業の吸収能力を高めるプログラムを提供［Kurdve et al., 2020］
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街の産学連携：地域に根差したネットワークの重要性

• 地域性への注目を促す先行研究 
• 連携規模が全国的に見ても大きく、かつ中小企業との連携が活発な「SME
コラボ10大学」のうち7校は地方に立地［安田ほか, 2019］ 

• 地域基盤のネットワーク組織による「面的」取り組みが連携のマッチングを
促進する［中小企業研究センター, 2013］ 
• 日本の例：岩手ネットワークシステム、関西ネットワークシステム、土
佐まるごと社中［佐藤, 2018］ 

• タイの例：ラカバン（Ladkrabang）地区事務所［清, 2020: ch.7］
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先行研究 2：人文社会科学分野での産学連携
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人社系産学連携：「科学技術」に依らない産学連携

• 人文学・社会科学は長らく日本の科学技術政策の対象から除外され
除てきた［南, 2023: 120］ 
• 文部省と科学技術庁との棲み分けや、主に大学設置基準に関する文教政策
での経路依存的プロセスを要因とする［南, 2023: 121］ 

• 人社系が産学連携政策の対象に含められた最初の例は、産学官連携戦略展
開事業（2008年‒）の「知的財産活動基盤の強化」［南, 2023: 29］ 

• 依然として人社系産学連携はインフォーマルな色彩が濃い［吉田ほ
か, 2014: 224］
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人社系産学連携：論文で個別に報告された事例

• 教育コンテンツ制作会社および学生募集広告の代理店と、大阪大学の研究室が
共同研究を経て、授業支援システムの開発・販売を行う大学発スタートアップを
設立［福重ほか, 2009］ 

• 明星大学と多摩信用金庫が連携し、中小企業の次期後継者に対する教育プログ
ラムを提供［山田, 2013］ 

• 新潟国際情報大学の基礎演習において、航空会社および地元の旅行代理店との
PBLを実施［山下, 2015］ 

• 島根県立大学のゼミが学生主体で地元スーパーに対する経営診断と提言を実施
［久保田, 2018］ 

• 埼玉工業大学の学生が地元企業の経営理念の策定に関与［林・檀上, 2018］
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人社系産学連携：「街の産学連携」と重なる
18

• ここからは吉田ほか［2014］による全国調査の結果を抜粋 

• 企業の規模［pp.31‒32］ 
• 有効回答の過半が中小企業（零細企業を含む）との連携事例 

• 企業の連携目的［pp.33‒34］ 
• 業績への好影響を狙う場合も、短期的・直接的な成果は期待されづらい 

• 最多（約3割）は「コミュニケーション活性化、情報・知識の蓄積や共有」
と「自社・地域ブランド力の向上」 

• 次いで「情報発信力の向上」や「企業の社会的責任としての信頼力」 
• ただし、“学”側の回答に基づくデータ
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人社系産学連携：シーズを持たない“学”の連携手段
19

• 大学側の連携目的［p.32‒33］ 
• 最多（9割）は「地域貢献・地域振興」、次いで「研究成果の教育・研究へ
の還元」「参加学生の成長」「知名度・認知度の向上」 

• 全体的に「予算の獲得」への期待は小さい 
• ビジネス系分野に特化した調査でも同様の結果［中山, 2011］  

• ただし、細部からは異なる側面も見えてくる 
• 小規模大学（学生数が1,000人未満）の区分では「大学存続の手立て」を挙げ
る回答が存在［pp.32‒33］ 

• 過半のケースで大学側から働き掛けて連携開始［pp.32‒35］ 
• 教員に対するインセンティブ制度は、私立大学よりも国公立大学で設けられ
ている場合が多い［p.39］
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人社系産学連携：“学”の主な課題は人材不足

• 大学側の課題［pp.46‒47］ 
• 最も目立つのは人材不足に関する項目 

• ビジネス系分野に特化した分析結果は「対応できる教員の少なさ」と
「大学業務の多忙さ」が連携を顕著に阻害することを示唆［中山, 2011］ 

• 次いで「受け入れ体制の整備」、「産学連携により達成すべき経営目標が
明確でない」、「投資に見合う成果が不透明」など 

• 期待・成果の対応［p.45］ 
• 期待と成果が共に高かったのは「地域貢献・地域振興」、次いで「外部ネッ
トワークの構築・深化」「社会的責任の達成」「参加学生の成長」「研究
成果の教育・社会への還元」など 

• 「コミュニケーション活性化、情報知識の蓄積共有」は期待を下回る
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人社系産学連携：“産”の認識や成果については不明点が多い

• 吉田ほか［2014］の調査についての留意点 
• 回答項目の意味が必ずしも排反になっていない 
• 解釈の仕方によって意味にブレが生じうる 
• あくまでも“学”側の回答に基づく 

• ビジネス系分野に限定した中山［2011］の調査結果では、“産”が経
営成果をより重視している可能性が示唆された 
• 例えば、「経営課題の解決」「自社組織の活性化」「新製品・サービス開
発」「自社に不足する専門知識・能力の取り込み」が「学生の将来的な固
定客化」「大学教員や他者との人脈形成」よりも顕著に重視されている 

• ただし、こちらも“学”側の回答に基づく
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考察：新制度派組織論の視座から
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考察：先行研究の課題

• 2群に共通の課題 
• ステレオタイプと異なるために調査・研究が進展しづらく、逸脱の臨界点も
不明 

• 「人社系」の先行研究で顕著な課題 
• ステレオタイプとの違いを強調しすぎるきらいがある 
• 結論先取り型の「仮説」が目立つ 

• > 大学は、社会的課題、地域課題の解決へつなぐ、橋渡し役あるいは先
導役としてのソーシャル・キャピタル（社会関係資本）になる。そのための
仕組み、仕掛け、評価、政策支援が必要となる［吉田ほか, 2014: 49］ 

• > 人文社会系産官学連携は、理工・生物系産官学連携と同様、社会に対
して価値を生み出しているのではないか［南, 2023: 148］
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考察：新制度論から見た産学連携

• ステレオタイプ的な産学連携 ＝ 制度化された産学連携 
• 対照的に、「街の」と「人社系」は「正統性の低い産学連携」という点で
類似［cf., Meyer & Rowan, 1977］ 

• 共通の枠組みで捉えることにより、「人社系」と「自然科学系（ステレオタイ
プ）」の極端すぎる対比がもたらすハレーションを回避できるかもしれない 

• ここからは新制度派組織論（新制度論）の視座に立つ 
• 舟津［2023］の焦点：“産”と“学”の間で生じる制度的コンフリクトへの対
応（ミクロ） 

• 本報告の焦点：主に“官”が作り出した制度的圧力に対する、“産”や“学”に
よる反応（マクロ）
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考察：制度としての産学連携モデル

• 3つの産学連携モデル［舟津, 2023: ch.5］ 
• アカデミック・キャピタリズム（AC）：大学主導の技術商業化 
• シーズ＝ニーズ（SN）：技術移転による基礎研究と応用研究の橋渡し 
• アカデミック・エンゲージメント（AE）：知識の商業化を通じた“産”または
“学”による利益の専有化ではなく、“学”による社会コミットメントを通じた
知識の実用化［Perkmann et al., 2013, 2021］ 

• 特定のモデルが制度化されていると、産学連携の組織フィールド内
では良くも悪くも同型化が進行する［DiMaggio & Powell, 1983］
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考察：産学連携活動の正統性

• 現在のイノベーション政策ではSN-ACモデルが支配的な制度ロジッ
ク［cf., Thornton & Ocasio, 1999］ 
• 規範的にはSNモデルによるオープンイノベーションを推進 
• ただし教育政策の変化を鑑みると、実質的にACモデルとの抱き合わせ 
• 「産官学連携の体制化」［南, 2023: 55］ 

• インフォーマルな産学連携は現行制度から逸脱的 
• 「街～」や「人社系～」を産学連携研究の俎上に載せようとするならば、AE
モデル的な見方が必須
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考察：産学連携を組織ファサードとする脱連結

• インフォーマルな産学連携は「アクター間の知識移転」ではなく
「組織の正統化」を目的として行われやすい 
• 大学が中小企業と連携する目的として「地域貢献」が占める比重は大きい
［吉田ほか, 2014: 32‒33］ 
• 上記の傾向は私立大学よりも国立大学において顕著［2012年版 中小企業白
書: 112］ 

• 人社系産学連携でも同様［吉田ほか, 2014: 32‒35］ 

• これらは「制度化されたSN-ACモデル」に沿わないにもかかわら
ず、正統化活動として有効に機能している場合がある 
• 産学連携という組織ファサード［cf., Nystrom & Starbuck, 1984］ 
• 脱連結としての産学連携［cf., Meyer & Rowan, 1977］
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議論：“産”による正統化活動を「faking」にしないために

• 「インフォーマルな産学連携」はシンボリック・マネジメントや企
業家的ブリコラージュのレパートリーに含められる［cf., Nystrom & 
Starbuck, 1984; Zott & Huy, 2007］ 
• 「回避」戦略：組織ファサードとして利用し、脱連結を図る 
• 「妥協」戦略：インクリメンタルな形で始め、後に実質化させる 

• ただし、形骸化や失敗が過剰化すると産学連携の組織フィールド全
体が正統性を損なう 
• 「faking」ではなく「muddling through」を促すグレーゾーンは、いか
にしてデザイン可能か？［cf., Crilly et al., 2012］ 

• e.g., 産学連携を条件とする補助金，「大学発」を冠する条件
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議論：“学”の正統化活動の有効性を維持するために

• 将来に起こりうるAEモデルの制度化が、技術シーズを持たない“学”
にとって好ましい結果をもたらすとは限らない 
• あらゆる研究領域が共通の組織フィールドに引き込まれ、資源獲得競争が熾
烈化する恐れ 

• 人社系による「黙従」の事例（e.g., 応用経済学のビジネス実装）がプレゼンスを
高めれば、人社系産学連携の内部で正統／非正統に分かれる可能性 

• 既存のSN-ACモデルに対する「拒否」や、将来的なAEモデルの制
度化に対する「操作」の戦略も検討に値する
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議論：具体的な研究アジェンダ

• 「インフォーマルな産学連携」が中小企業に企業家的機会を提供し
続けるためには“産”が策に溺れず、“学”が妥協しないことが条件 

• 「街の産学連携」を対象とする人社系産学連携研究 
• インフォーマルな産学連携に関する既存調査では、“産”に関するファクトが
不足［中山, 2011; 吉田ほか, 2014］ → 直接入手しに行く 

• こうした情報はグレーゾーンに関する知見を得るために不可欠のはず 

• 人社系産学連携に基づく「産学連携モデルの制度化」のアクション
リサーチ（cf., 標準化団体） 
• 全国レベルでは取るに足らないとしても、地域レベルでは重要な変化が起
こっている場合がある（e.g., ダイセン電子工業のケース［新藤ほか, 2018］） 

• 制度ロジックを作り出すイニシアティブを地域が取ってもよいはず
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本報告の概要（再掲）

• RQ 
• 外部からの資源獲得を意図して産学連携に取り組もうとする中小企業は、い
かにして資源制約のジレンマを克服すればよいのか？ 

• アプローチ 
• インフォーマルな産学連携に関する先行研究レビュー 

• 「街の産学連携」＆ 人社系産学連携 
• 新制度派組織論の視座に立脚した研究アジェンダの導出 

• 結論 
• ステレオタイプからの逸脱が許容されるグレーゾーンを維持するためにも、
「産学連携による産学連携研究」が求められる
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